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1．地理的表示の保護を図った主な法律等 

・The Geographical Indications of Goods (Registration and Protection) Act, 1999 
：1999 年商品地理的表示（登録・保護）法2 

 
インドは 2003 年に発効した 1999 年商品地理的表示（登録・保護）法（以下「商品地理

的表示法」と呼ぶ）により、その保護が行われている。商品地理的表示法は全部で 8 章 87
条からなるもので、この法律の実施に関しては 2002 年商品地理的表示（登録・保護）規

則（The Geographical Indications of Goods (Registration and Protection) Rules, 2002：
以下「地理的表示規則」と呼ぶ）の 116 条に及ぶ規定により具体化されている。 

 
（法律の目的） 

1999 年商品地理的表示法は次の目的のもとで制定された 3。 
 
・国内の商品の地理的表示保護を管理する特別法により、このような商品の製造者の利

益を十分に保護すること 
・権限を持たない者による地理的表示の誤使用を排除し、消費者を詐欺から保護するこ

と 
・インドの地理的表示の付された商品の輸出市場における拡大を行うこと 

  
2. 地理的表示の定義 
 
地理的表示の定義について、TRIPS協定型の定義に、「生産・加工・調整の場と原産地

の関係」を追加した定義を採用している。（商品地理的表示法 2 条(e)4） 
                                            
1 本章は、A.A.Mohan 氏（Advocates, Patent and Trademark Attorneys、Mohan 

Associates）にご協力いただき作成されたレポートを元にまとめたものである。 
2 本章における英文の商品地理的表示（登録・保護）法の条文は、次より入手した

（http://ipindia.nic.in/girindia/GI_Act.pdf）。なお、条文の日本語訳は、AIPPI の仮訳で

ある。 
3 Office of The Controller General of Patents, Designs and Trademarks & Registrar of 

Geographical Indications “Manual of Geographical Indications Practice and 
Procedure” (Version 01.11) As modified on July 26, 2011 
（http://ipindia.nic.in/manuals/DraftManual_GI_PracticeProcedure_31March2011.p
df ）9 頁 

4 商品地理的表示法 2 条(e) 
「"Geographical Indication", in relation to goods, means an indication which identifies 

such goods as agricultural goods, natural goods or manufactured goods as originating, 
or manufactured in the territory of country, or a region or locality in that territory, 
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（地理的表示の対象） 
この法律では、ワインやスピリッツに限らず、鉱工業品を含むすべての商品について、

地理的表示の対象としている。 
商品地理的表示法 2 条(1)(f)は、「商品」について次のように定義している。「商品は、

すべての農産品、天然品又は製造品、或いは手工芸又は工業商品を意味し、食品を含む。」 
更に、商品地理的表示法の手続きを定める地理的表示保護規則では、地理的表示登録の

申請にあたって、同規則に添付された商品分類を指定することとし5、ニース分類6を準拠

した地理的表示のための商品分類7が付されている。この分類に歯、当然のこととして自動

車（12 類）やコンピュータ（9 類）も含まれており、自動車やIT機器が地理的表示の保護

対象となる可能性を示している。 
2010 年までに登録された 120 件の地理的表示を商品で見ると、80 件が手工芸品、農産

品 32 件、製造品 6 件、食料品 2 件となっている8。 

3．地理的表示の保護リスト 
地理的表示の申請は、方式審査及び実体審査を受けた後、地理的表示局（Geographical 

Indications Office：GIO）9が発行する「地理的表示ジャーナル」（Geographical Indications 
Journal）10に掲載され、公衆の異議申し立てを受けることになる。 

2003 年の受付開始から 2010 年 3 月までに 206 件の申請が地理的表示局に行われた11。 
一方、登録された保護リストは、インドの地理的表示保護制度の特殊性により、複雑な

ものとなっている。インドの地理的表示保護制度の特徴のひとつは、登録簿が 2 つのパー

トから構成されており、パートAでは地理的表示を持つ所有者（proprietor：オーナー）と

登録された地理的表示そのもの内容、条件等が記録されるのに対し、パートBにはこの地

理的表示を使用することができる承認されたユーザが登録される。パートAには、これま

                                                                                                                                        
where a given quality, reputation or other characteristic of such goods is essentially 
attributable to its geographical origin and in case where such goods are 
manufactured goods one of the activities of either the production or of processing or 
preparation of the goods concerned takes place in such territory, region or locality, as 
the case may be. 」（強調付加） 

5 地理的表示規則 21 条：登録できる商品の分類については、後掲の参考資料 1 を参照。 
6 標章の登録のため商品及びサービスの国際分類に関するニース協定による国際分類 
7 詳細はhttp://ipindia.nic.in/girindia/GI_Rules.pdf 41～43頁：The Fourth Schedule 

Classification of goods– Name of the classesを参照 
8  The Office of the Controller General of Patents, DesignmTrademarks and 

Geographical Indications “Annual Report 2009-2010”  
（http://ipindia.gov.in/cgpdtm/AnnualReport_English_2009_2010.pdf）66 頁参照 

9 商工省の傘下にある特許・意匠・商標庁の一部局であり、特許局、商標局等と対等レベ

ルの組織 
10 http://ipindia.nic.in/girindia/journal/Journal_44.pdf 参照 
11  The Office of the Controller General of Patents,DesignmTrademarks and 

Geographical Indications 前掲注 6、60 頁 
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でに、以下に示す地理的表示を含む 158 件（2011 年 11 月末現在）の地理的表示が登録さ

れており、GIOのウェブサイトから、そのリストを確認することができる。ただし、地理

的表示の所有者となった団体名や商品の条件等については、このリストからはアクセスで

きない12。実際の登録リストについては、後掲の参考資料 2 を参照。 
 
（登録されている地理的表示の一部） 
・Basmati Rice 
・Darjeeling Tea 
・Kanchipuram Silk Saree 
・Alphanso Mango 
・Nagpur Orange 
・Kolhapuri Chappal 
・Bikaneri Bhujia 
・Agra Petha 
 
一方、承認されたユーザを登録するパートB については、現在のところウェブサイト上

では公開されていない。最新のインド知的財産庁の年次報告（2009－2010）によれば、

2008年まではパートBの登録は全くなく、2009年4月から2010年3月のまでの間に101
件の登録申請があったと報告している。 
 
（追加的保護の登録） 
商品地理的表示法 22 条は、「中央政府が、特定の商品もしくは商品分類につき(3)項に基

づく付加的な保護を提供するために必要と考えた場合、公報（Official Gazette）告示によ

り、前記の保護の対象となる商品もしくは（一ないし複数の）商品分類を指定することが

できる。」としている。 
しかしながら、実際には中央政府が積極的に商品を指定するというシステムは行われて

おらず、既にオーナーとしてパートA に登録された者の申請により追加的保護を与えると

いうシステムとして運用されている。 
この手続きは、地理的表示規則 81 条(2)に次のように定められている。 
最初に、すでに地理的表示のオーナーとして登録を受けた者が追加的保護の登録を申請

する。これを受けて、GIO は審査手続きを開始、追加的保護に指定した場合の産業界への

影響等を考慮し、その追加的保護を認めるかどうかの決定を行う。 
追加的保護を行うと決定した場合、GI登録官（長官） は登録簿のパートAに追加的保護

の申請が行われた日、名前、ビジネスの詳細な場所等を公示することとしている。現地の

専門家は、GIジャーナルにそのような決定が公示されたことを認識した記憶はないと話し

ており13、年次報告書にも追加的保護の商品を指定したという記載は見つからない。 

                                            
12 http://ipindia.nic.in/girindia/参照 
13 地理的表示保護規則は、商品地理的表示法 20 条(2)に基づく中央政府の登録手続きを次

のように定めている（77 条～81 条(2)）。最初に地理的表示権利者が長官に対して申請を
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4．地理的表示についての保護を受けるための手続き 
 
インドの地理的表示登録の申請は、特許意匠商標庁の組織としてチェンナイに設けられ

たGIOにおいて一元的に受付けられている14。すべての申請は、方式審査及び要件を備え

ているかどうかの実体審査を受けた後、GIジャーナルにより公告され、異議申立がなかっ

た場合、登録される。現在、申請から登録までの期間は約 2 年であるが、それ以上の時間

を要するケースもある。 
 
（登録申請者の範囲） 
地理的表示登録の申請を行う者には、次の条件を満たすことが求められている。 
 
1）申請者が個人の団体、生産者・製造業者の団体、或いは法律に基づいて設立された

機関であることがある15。インドの場合、州政府の援助を受けた協同組合（現地では

Cooperative Societyと呼ばれる）、或いは州政府自身により申請されるケースが少なくな

い16。 
2）また、申請者は生産者・製造業者の利益を代表していなければならない。 
商品地理的表示法は、この生産者・製造者について次のように定義している。17 

a）商品が農産品の場合、その商品を生産する者、その商品を加工する者、及び処理

または包装する者が含まれる 
b）商品が天然財の場合、これを活用する者 
c）商品が手工芸品或いは工業製品の場合、その製作、製造者 
d）そして、場合によっては、このような製品の取引、製造、活用、制作又は製造を

行っている者が含まれる。 
 

（出願要件） 
申請書には次の内容が含まれなければならない18。 

 
a）明細書、商品の説明、原産地の証明、製造方法、独自性、検査担当機関を含む「請

                                                                                                                                        
行う。この請求はパート B に登録した承認された使用者と共同で行われなければならな

い。この申請があると、長官はこれを認めるかどうかの検討を行う。その際、特に「kind」、
「type」、「style」又は他の表現を含むものとした場合の影響も考慮する。その後、必要

に応じてヒアリング（聴聞会）開催し、その申請を登録するか、拒絶するかの決定を行

う。 
14 特許、意匠、商標については、デリー、ムンバイ、チェンナイ、コルカタ等の特許庁に

おいてそれぞれ受理し、審査を行った後、統一して登録する。 
15 商品地理的表示法 11 条(1) 
16 現地のオーナー（州政府）代理人のヒアリングによる 
17 商品地理的表示法 2 条(1) 
18 GIO「Procedure for Filing G.I Application」（ http://ipindia.nic.in/girindia/参照） 
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求理由陳述書」（Statement of Case）と所定の様式による「申請書」 
・この中には、地理的表示が付される商品の品質、評判、又は他の特性と地域と

の関連の説明が付される。 
・検査担当機関には品質・条件を維持するための検査体制を詳細に説明する。 
・地理的表示の用語または図形要素の特徴 
・同音異義の表示がある場合には、登録された地理的表示と異なる材料的要素及

びその適用の違いの説明 等 
b）申請する地理的表示の商品分類 
c）地理的表示の対象地域（一般には製造地域）を示す地図（この地図にはタイトル、発

行者名、発行日のついていることが求められる） 
e）団体・機関の会員リスト。このリストは、最初にGI 登録を取得することを提案した

製造業者のリストが含まれるが、すべての製造業者をカバーする完全なリストは必要

としない 
f）申請書類はGI 局で電子化されることから、5 部に代わって 2 部で十分となっている。 
g）申請者がどのような個人団体、生産者団体或いは法律に基づいて設立された機関な

利益を代表して請求しているのかを示す宣誓供述書。申請人が商品製造業者団体の場

合には宣誓供述書の提出は求められない。 
h）協会の目的を明確にした監督機関からの登録証明書、定款等。 
i）商品の生産基準に合致しない会員の除名条項は望ましいものである。このような条項

は団体会員が生産する商品の品質安定化を確かなものとする条項となる。 
j）条約に基づく申請の場合、申請書に証明書を添付することが求められる。この証明書

は締約国の地理的表示庁の責任者により発行されたものとならなければならない。 
 

（登録等の申請手続き） 
登録申請は、願書（様式GI-1A to ID）に手数料Rs.5,000（約 8,500 円）を添えて行う。

申請はチェンナイの地理的表示局に対して行われる。提出された全ての申請について、方

式審査及び実体審査が行われる。 
審査は、上述の「申請書」と「請求陳述書」が対象となる。 
陳述書には、専ら又は本質的に地理的環境に由来する商品の特定の品質、評判その他の

特徴に関連して、当該商品が本邦の領土、もしくは本邦内に所在する地域又は地方の産品

であることを示す上で地理的表示がどのように役立つかを記すとともに、当該の地理的環

境に固有の自然要因や人的要素、当該の領土、地域もしくは地方で行われている生産、加

工、調製等の活動を示すことが求められる。 
GIO は、「請求陳述書」に示された詳細情報の妥当性を確認するため、長官を長とする 7

人以下のメンバーからなる協議会を設置する。協議会の構成員は、商品地理的表示法もし

くは当該分野の多様な問題に精通した者、請求人、及び政府担当者で構成される。通常、

協議会は設立後「3 か月以内」に最終的な決定を下す。 
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図 1 インドにおける地理的表示登録手続き 
 

 
 

（注）B 部登録は、A 部登録が終わった後に別途申請される。 
追加的保護を求めるオーナーはA 部登録後にB 部登録者

と連名で、別途請求を行う。 
 
その後、出願それ自体について、当該表示の使用を示す証拠、本質的に地理的出所に由

来する特定の商品の品質、評判その他の特徴を示す証拠、その他の関連事項について検討

した上で、長官は審査報告書を発行し、当該請求に関する意見を請求人に伝える。 
また、長官は、自ら適当と考える条件、補正、修正もしくは限定を請求人に課すことを

前提として、請求の承認を提案することも可能である。 
登録請求が拒絶される件数は多いとは言えない。200 件を大きく超える登録請求があるに

も関わらず、これまでに拒絶されたのは 10 件程度にすぎない19。拒絶された申請者は知的

財産審判部（チェンナイ）に上訴することができる。 
拒絶されなかった請求は、次の段階として異議申立のために公告される。 
異議申立がなかった請求については、そのままパートA（A 部）に登録され、登録証が

                                            
19 現地専門家からのヒアリングによる。 
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送付される。承認されたユーザを登録するパートB への登録請求は、ユーザとなることを

希望する者が、独立してGIO に請求を行う。請求が行われると、GIO は必要な要件を備

えているか検討した後、パートA に登録されているオーナーに対して異議申立の意向があ

るか照会する。オーナーが異議を唱える場合を除き、所定の条件を満たしているものはパ

ートB に登録され、登録証が発行される。すでにパートB に登録されている者（団体等）

が、新たに追加して他の団体をパートB へ登録することについて、異議を申し立てること

はできない。同じ条件のもので商品を提供できることができ、地理的表示のオーナーが異

議のない場合には、既登録団体の意向は採用されない。 
登録機関は 10 年で、更新することが可能である。 

 
（外国の地理的表示の取扱い） 
現在までに、インド地理的表示局が登録した外国の地理的表示は数件に過ぎない。現地

の専門家は、インドで外国人による地理的表示出願が少ないのはインドとの文化の違いに

よるものだと考えている。 
外国人の出願に関しては相互主義の原則が採用されている20。このため、インドで地理

的表示の登録申請ができるのは、その国がインド人の地理的表示登録を認めている場合に

限られている。相互主義には、地理的表示の所有者として登録だけでなく、地理的表示の

承認されたユーザとしての登録も含むと考えている。 

なお、外国法人等出願する場合は、インドに主要な営業所を持ち、かつインドでのサービスのた

めに自国での住所を提出することが求められる。 

 
5．異議申立制度 
 

GIO が登録申請を審査し、審査報告書を発行して請求を維持することとした場合、請求

は第三者による異議申立のために地理的表示ジャーナルに掲載される。異議申立の機関は

請求が公告されてから 3 か月であるが、1 か月延長することも可能である。 
異議申立が行われた場合、地理的表示局長官はそのコピーを登録請求に送付し、その意

見を求める。その受領後 2 か月以内に、登録請求人はその主張を記載した答弁書を長官に

提出する。答弁書が提出されなかった場合、登録請求人は自らの請求を放棄したものとみ

なされたうえ、手続きが進められる。 
異議決定にあたって、長官は当事者が希望すれば聴聞会（ヒアリング）の機会を与えな

ければならない。 
実際のところ、現在までに第三者による異議申立により登録請求が取り消された例はな

い。 
 

（登録後の取消） 
登録後であっても、利害関係人は登録された地理的表示の取消、無効の請求を知的財産

審判部に起こすことができる。（商品地理的表示法 27 条） 
                                            
20 商品地理的表示法 85 条 
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6. 保護の効力 
 
登録されていない地理的表示は保護の効力を有しない21。 
一方、登録された地理的表示は、当該表示の所有者（パートA登録者）或いは承認され

た使用者許（パートB登録者）以外の者が次の行為をした場合に侵害される22。 
 
（a）いかなる手段によるかを問わず、商品がその真の原産地以外の場所の原産である

ことを示唆もしくは暗示する指示もしくは表示において、当該商品の地理的表示につい

て人を欺罔するような方法で地理的表示を使用すること 
（b）登録済みの地理的表示に関連した詐称通用を含む不正競争行為を構成するような

方法で地理的表示を使用すること 
（c）商品の原産地である領土、地域もしくは地方に関して、文言上は真実であるが登録

済みの地理的表示とは異なる別の地理的表示を使用し、登録済みの地理的表示に関係す

る領土、地域もしくは地方を原産地とする商品である旨の虚偽表示を行うこと 
 
なお、中央政府は、特定の商品もしくは商品分類につき追加的保護を提供するために必

要と考えた場合、官報（Official Gazette）の告示により、前記の保護の対象となる商品も

しくは（一ないし複数の）商品分類を指定することができる23。 
 
（誤認混同の必要性） 
上記（a）～（c）の行為が行われた場合、誤認混同の恐れがあることは、侵害の条件と

ならないが、誤認混同の恐れがある場合には、上記に行為にかかわらず、商品地理的表示

法は、その解説において、以下の行為が不正競争行為と看倣されるとしている24。 
 
・いかなる手段によるかを問わず、競業者の組織、商品もしくは工業的・商業的活動に

ついて混同を生じさせるような性質を有する行為全般 
・商取引における虚偽の主張であって、競業者の組織、商品もしくは工業的・商業的活

動の信用を損なうような性質を有するもの 
・商取引における地理的表示の使用であって、商品の性質、製造過程、特徴、所期の用

途への適合性、数量について人を欺罔する恐れのあるもの 
 
（「型」等を伴う地理的表示に対する取扱い） 
通常の地理的表示登録については、「kind」のような表現は登録した地理的表示の侵害

にはならない。 
しかし、商品地理的表示法 23 条による追加的保護が与えられた場合、その効力の及ぶ

                                            
21 商品地理的表示法 20 条 
22 商品地理的表示法 22 条(1) 
23 商品地理的表示法 22 条(3) 
24 同条 解説 
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範囲はこれらの表現を含むものにまで拡大し、以下の行為をすることも登録された地理的

表示を侵害したものとされる。 
 
a）告示された商品もしくは（一ないし複数の）商品分類について本法に基づき登録さ

れた地理的表示の承認されたユーザでない者が、当該の商品もしくは商品分類につい

て別の地理的表示を使用し、且つ、問題の商品もしくは商品分類が前記の別の地理的

表示に示されている場所の産品ではない場合 
b）当該の商品もしくは商品分類の真の原産地名を翻訳した別の地理的表示を使用する

場合 
c）当該の商品もしくは商品分類の真の原産地名を翻訳した別の地理的表示を使用する

か、「kind」、「style」、「imitation」その他これらに類する表現を表示に添えた場合 
 
長官による追加的保護を求めるための申請は、様式 GI-9 により、必要な料金と請求理

由陳述書とともに提出される。申請は当該地理的表示のオーナーだけでなく、パートB に

登録された承認されたユーザと共同で行われなければならない。 
この申請があった場合、長官はこれを登録するか否か慎重に検討を行う。特に、グロー

バルな観点からそれに該当する商品かどうかの評判も尊重する。さらに、それが登記済み

の地理的表示が翻訳された形式の中で使用されるか、「kind」、「type」、「style」、「imitation」
あるいは他の類似の表現用語が伴う場合も問題が生じないかを検討する。 
この結果、特定の商品もしくは商品分類に指定すると判断した場合は、その旨を公報

（Official Gazette）掲示する。 
 
（翻訳に関する取扱い） 
前述の通り、追加的な保護が与えられた場合、当該の商品もしくは商品分類の真の原産

地名を翻訳した別の地理的表示を使用したものも侵害となる。 
 
（複合語に関する取扱い25） 
明文の規定なし。 

 
（「想起（evoke）させるような使用」に関する取扱い） 
明文の規定なし。 
 

7．一般名称に関する規定 
 
（一般名称の地理的表示の保護の可能性） 
一般名称は登録されない。 
商品地理的表示法 9 条(f)は、商品の一般名もしくは通称であると判断されたために原産

                                            
25 当該項目は『「A＋B」という二語からなる地理的表示があった場合に、「A」又は「B」
単独の使用も禁止するというような明文規定が存在するか』について調査を行った。 
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国で保護されていない場合、或いは当該国において保護が終了している場合、その登録は

禁じられるとしている。 
更にその解説において、次のように規定している。 
 
解説 1－本条の適用上、商品についていう「一般名もしくは通称」とは、特定の商品が

最初に生産もしくは製造された場所または地域に関連しているが、本来の意味を失って当

該商品を指す一般的な名称となっており、商品の種類、性質、タイプその他の特性もしく

は特徴を表示もしくは示唆するものとして用いられている商品名をいう。 
解説 2－ある名称が一般名であるか否かの判断にあたっては、当該名称が発生した地域

もしくは場所の現状や商品の消費地を含むすべての要素が考慮されるものとする。 
 
8．権利執行者 
 
（権利執行請求主体） 
地理的表示の登録した所有者（パートＡ登録者）及び登録された承認ユーザ（パートＢ

登録者）は、いずれも権利執行請求の主体となることができる。 
 
（権利執行主体） 
インドでは登録地理的表示のオーナーの多くが、州政府或いは州政府の援助を受けた協

同組合（Cooperative Society）であることから、権利執行にあたっては、民事的手続きで

はなく、刑事的手段が用いられることが多いと言われている26。 
他人の地理的表示を侵害した場合、最高 6 か月の禁固刑が用意されており、インド国民

にとって、非常に重い刑罰と考えられている。インドでは、地理的表示のオーナーともな

る州政府と、裁判所、警察は非常に密接な関係にあり、その侵害を防ぐ抑止効果は大きい

と考えられている。 
地理的表示に関する刑事事件の場合、長官もしくは長官から訴状作成の権限を与えた警

察官が作成した訴状によらない限り、裁判所は裁判権を持たない。但し、登録済みの地理

的表示が実際には登録対象となっていない商品について登録されたものとして表示されて

いる旨の証明書を誤って長官が発行した場合には、裁判所はその証明書に基づいて裁判権

を持つ。 
首都治安判事もしくは一級司法治安判事の権限に属する下級裁判所は、地理的表示に関

する犯罪を審理することはない。 
警部補以上の階級に属する警察官は、犯罪が過去になされたこと、或いは現になされて

いること、更にはなされる可能性が高いことを確信した場合、令状なしに捜査を行い、当

該犯罪の遂行に関わる商品、金型、作業台、機械、図版その他の器具もしくは物品を押収

することができる。押収された物品は、実際的に可能な限り早期に、首都治安判事もしく

は一級司法治安判事に提出される。警察官は、捜査及び押収を実行する前に、地理的表示

に関連した犯罪に関わる事実に関して、長官の意見書を取得する必要がある。警察官は、

                                            
26 インド地理的表示登録代理人のヒアリングによる 

206 



以上に従って取得された意見書に従わなければならない。 
押収された物品に権利をもつ者は、その押収から 15 日以内に、当該押収品を自らに返

却することを求める申立を一級司法治安判事もしくは首都治安判事に提出することができ

る。治安判事は、申立に関する事情聴取と審査を行った後、当該申立に関して自らが適当

と看倣した命令を発行するものとする。 
 
9．水際措置の有無と概要 
 
商品地理的表示法は、水際措置について何ら定めていない。 
しかしながら、中央政府は、1962 年関税法 11 条に定める権限を行使して、虚偽の地理

的表示（法律 38 条）を付した商品次の商品の輸入を禁止した。（2007 年 5 月 8 日付告示

2007 年第 49 号－関税法（N.T.）本規則により、権利保有者は税関長または通知のため

に税関長から権限を付与された税関職員に対し、著作権、商標、特許、意匠権および地理

的表示などの知的財産権侵害の疑いがある商品の通関を停止するよう求める通知を書面で

提出することができる。その通知は、必要な形式上の手続きを踏んだうえで、税関長が確

認し、登録する。権利保有者は、模倣品が輸入される可能性のあるいずれの港においても、

通知を提出することができる。すべての港で保護を受けられるので、すべての税関長に通

知を送付する必要はない。通知の書式は、本規則付属書に定められている。いずれの通知

にも、2,000 ルピーの申請料を添えるものとする。権利保有者は、この通知と共に、自己

の知的財産権の失効日を税関当局に知らせなければならない）.27 
 
10．執行実績、主要侵害裁判例 
 
・GA No. 3137 of 2010（CS No. 250 of 2010 In The High Court At Calcutta Ordinary Original Civil 
Jurisdiction）Tea Board, India Vs Itc Limited Hearing concluded on: April 13, 2011.（Darjeeling事件）

インド・ティー・ボードvs  アイテーシー・ リミィテッド（ダージリン事件）28 
 
・Khoday Distilleries Limited. Vs. Scotch Whisky Association 
（スコッチウイスキー事件）29 
 
 
 
 
 
 
                                            
27 Amarchand & Mangaldas & Suresh A. Shroff & Advocates & Solicitors Ranjan Negi, 

Partner Dev Robinson, Partner「模倣対策マニュアル インド編」独立行政法人日本貿

易振興機構（2008 年 3 月）P111 
28 http://www.patentindia.com/tea.pdf 
29 http://indiankanoon.org/doc/507033/ 
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11．地理的表示に関する規定及び商標に関する規定との間の調整規定 
 
－地理的表示に関する規定上の商標との間の調整規定 
 
商品地理的表示法 25 条、26 条、地理的表示規則 74 条、75 条及び 76 条は、商標に関

連した特別規定を設けている。 
 
（地理的表示と商標の抵触に関する規定） 

1999 年商標法の規定に関わらず、同法 3 条に定める商標登録官は、職権により、又は

利害関係者からの請求に応じて、以下に該当する商標の登録を拒絶し、又は取り消すこと

ができる。（商品地理的表示法 25 条） 
 
（a）地理的表示を含む商標または地理的表示から構成される商標の登録対象が、当該

地理的表示に示された特定国の領土もしくは前記領土内の地域ないし地方を原産

地としない商品もしくは（一ないし複数の）商品分類であり、前記商品の商標にお

ける当該地理的表示の使用が、当該の商品もしくは商品分類の真の原産地について

混同を生じさせ、又は人を欺罔するような性質を有する場合 
（b）地理的表示を含む商標または地理的表示から構成される商標が、22 条(2)に基づき

告示された商品もしくは（一ないし複数の）商品分類を明示している場合 
 
地理的表示と抵触する登録商標または商標出願について次のように規定している。（地

理的表示規則 74 条） 
 

（1）商標登録官は、「商品地理的表示（登録及び保護）に関する法律」（1999 年）の

25 条(a)に従い、自らの発意により商標登録の拒絶もしくは登録商標の取消を決定した

場合、登録官は、その決定を当該商標の出願人もしくは登録上の所有者に書面を以て通

知し、当該決定の理由を前記書面に明記するものとする。その後登録官は、当該商標の

出願人もしくは登録上の所有者に口頭弁論の機会を与えた上で、当該事案について決定

を下すものとする。 
 
（2）地理的表示を含む商標もしくは地理的表示から構成される商標が、当該商標が示

す国の領土もしくは前記領土内の地域もしくは地方の産品と無関係であり、当該の商品

もしくは（一ないし複数の）商品分類の真の原産地に関して混同を生じさせ、又は人を

欺罔する恐れがある場合、それら商標について 25 条(a)に基づく商標登録の拒絶もしく

は登録商標の取消を求める請求は、2002 年商標規則に基づき所定の書式に従って提出

されるものとする。請求がなされた後、それが登録拒絶請求である場合には、商標登録

官は当該請求を出願人に送付し、出願人に口頭弁論の機会を与えるものとする。取消請

求の場合、商標登録官は当該請求を登録上の所有者に送付し、その事案に関する以後の

審理については、2002 年商標規則の規則 93 に定める手続が（適当な変更を加えた上で）

適用されるものとする。 
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また、商標登録官は、「商品の地理的表示（の登録及び保護）に関する法律」（1999 年）

の 25 条(b)に従い、自らの発意により商標登録の拒絶もしくは登録商標の取消を決定した

場合、登録官は、その決定を当該商標の出願人もしくは登録上の所有者に書面を以て通知

し、当該決定の理由を前記書面に明記するものとする。その後登録官は、当該商標の出願

人もしくは登録上の所有者に口頭弁論の機会を与えた上で、当該事案について決定を下す

ものとする。（地理的表示規則 75 条(1)） 
更に、商品地理的表示法 22 条(2)に基づき公告された商品もしくは（ないし複数の）商

品分類を示す地理的表示に抵触するか、もしくは地理的表示を含む商標もしくは地理的表

示から構成される商標について 25 条(b)に基づく商標登録の拒絶もしくは登録商標の取消

を求める請求は、2002 年商標規則に基づき所定の書式に従って提出されるものとする。請

求がなされた後、それが登録拒絶請求である場合には、商標登録官は当該請求を出願人に

送付し、出願人に口頭弁論の機会を与えるものとする。取消請求の場合、商標登録官は当

該請求を登録上の所有者に送付し、その事案に関する以後の審理については、2002 年商標

規則の規則 93 に定める手続が（適当な変更を加えた上で）適用されるものとする。（地理

的表示規則 75 条(2)） 
 
地理的表示の登録拒絶もしくは登録取消に関する公示（地理的表示規則 76 条） 
商標登録官は、「商品の地理的表示（の登録及び保護）に関する法律」（1999 年）の 25

条に従った商標の登録拒絶もしくは登録取消を記録し、これに言及した公示を行うととも

に、公示のコピーを地理的表示の登録官に送付するものとする。 
「商品地理的表示（登録及び保護）に関する法律」（1999 年）の 25 条に従った商標の

登録拒絶もしくは登録取消に言及した公示には、以下の事項が含まれていなければならな

い。 
（a）当該商標の表示 
（b）当該商標の出願番号もしくは登録番号 
（c）出願人もしくは登録上の所有者の名称及び住所 
（d）出願日もしくは（登録済みの商標の場合には）登録日 
（e）当該商標の出願もしくは登録の対象となった商品もしくは商品分類のリスト 
（f）商標登録出願の拒絶理由もしくは商標登録の取消理由の要約 

 
例：商標と地理的表示が同時に使用されていること。特定の標章が地理的表示として

登録されている場合、これを商標として登録することはできない。 
 
（地理的表示の出願・登録以前より善意で使用されていた商標の使用：先使用の可能性） 
同法が施行前に取得された商標について、先使用の可能性を示唆している。（商品地理

的表示法 26 条） 

（1）特定の商標が地理的表示を含むか地理的表示から構成されており、且つ、その時

点で有効であった商標に関連する法に基づいて誠実に出願もしくは登録されていた場

合、又は当該商標に関する権利が（a）本法の施行前もしくは（b）本法に基づく当該地
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理的表示の登録出願日より前に誠実な使用を通じて取得されたものである場合、その時

点で有効な商標関連の法規に基づく当該商標の登録可能性、登録の有効性もしくは当該

商標の使用権は、当該商標が前記の地理的表示と同一もしくは類似であることを理由と

して本法の規定により妨げられることはない。 
 
（2）商品もしくは（一ないし複数の）商品分類に関する地理的表示が、1995 年 1 月 1
日以前にインドのいずれかの地域において前記商品の一般的な名称として一般言語の

中で慣習的に用いられていた用語と同一である場合、そのような地理的表示には本法は

適用されないものとする。 
 
（3）特定の人物が自らの営業上の名称もしくはその前身である企業の名称を商取引に

置いて使用する権利は、本法の規定によって一切妨げられないものとする。但し、混同

を生じさせ、又は人を欺罔するような方法で当該名称が使用された場合はこの限りでは

ない。 
 
（4）1999 年商標法もしくは本法の規定に関わらず、本法に基づく当該地理的表示の登

録上の所有者もしくは登録上の許可使用者は、以下に示す時点より後で特定の商標の使

用もしくは登録に関わる訴訟を提起してはならない：問題の商標の使用もしくは登録が

本法に基づき登録された地理的表示を侵害していることを知るに至った日から 5 年が

経過した時点；当該地理的表示の登録上の所有者もしくは登録上の許可使用者が問題の

侵害を知った時点より前に前記商標法に基づき当該商標が登録されており、且つ、当該

地理的表示が悪意で使用・登録されていなかった場合には、当該商標が登録された日（但

し、1999 年商標法の規定もしくは同法の下で同日以前に制定された規則に基づいて当

該商標が公開されていることを条件とする）。 
 
－商標に関する規定上の地理的表示との間の調整規定 
 
商標法上に地理的表示との抵触及び先使用に関する規定はない。 

 
12．地理的表示を使用できる者の範囲の特定方法 
 
（地理的表示を使用できる者の範囲の特定方法） 
商品地理的表示法第 6 条は、地理的表示の登録をオーナー及び登録された地理的表示を

登録するパートA と、地理的表示を使用できる者を登録するパートB から構成することを

規定している。（商品地理的表示法 7 条） 
 
登録簿のパートA 及びパートB について： 
（1）地理的表示の登録簿は、「パートA」と「パートB」と称される 2 つの部分に分割

されるものとする。 
（2）地理的表示の登録に関わる詳細は、所定の方式に従って登録簿の「パートA」に
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記載され、同パートの一部をなすものとする。 
（3）許可使用者の登録に関わる詳細は、所定の方式に従って登録簿の「パートB」に

記載され、同パートの一部をなすものとする。 
 
また、許可使用者については、次のように規定されている。（地理的表示規則 56 条） 
 
（1）第 17 条に基づき登録された地理的表示の許可使用者としての登録を求める生産者

の申請は、登録上の所有者と許可使用志願者が共同で、書式GI-3 を用いて提出し、

申請者が登録済みの地理的表示に関わる生産者であると主張する所以を示した「事

実陳述書」に宣誓供述書を添えたものと同時に提出するものとする。 
（2）地理的表示の登録上の所有者による同意書のコピー1 部を申請書に添えることがで

きる。同意書を提出しない場合、申請書のコピー1 部を登録上の所有者に交付して

情報の追認を求め、許可利用志願者によるしかるべき交付が登録官に告知されるも

のとする。 
 
その後、登録済みの地理的表示の許可使用者の登録申請に関する以後の手続には、規則

34 条～52 条及び 54 条ならびに 55 条が（必要な変更を加えて）適用されるものとする。

（地理的表示規則 58 条） 
 
（上記特定方法と地理的風土等との密接関連性） 
パートB に登録する要件の審査時に検討される。 

 
（地理的表示を使用できる者の範囲特定時の問題） 
パートB の登録時にはパートA 登録者に異議がないことが確認されるが、すでにパート

B に登録者した者に対しては異議を申し立てる機会が与えられない。 
 
13．現地調査報告 
 
1）市場調査 
（調査対象） 
 今回の市場調査の事前調査において、インドで最初の年に登録された「カンチープナム・

シルク・サリー（Kancheepuram Silk）」を調査対象として選択した。 
 
（調査場所・調査日） 
 平成 24 年 1 月 12 日に P. Sanjai Gandhi 氏（Additional Government Pleader, 
Government Pleader Office, High Court Chennai/ Tamil Nadu 政府 Department of 
Handlooms and Textiles の代理人）同行の下、チェンナイ市内の国営のサリー販売センタ

ーにおいて、パートB に登録している許可使用者（authorized user）達の店を訪れ、商品

とその表示の説明を受け、確認した。 
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（調査結果） 
「Kancheepiram Silk」の外見上の特徴は、サリーの側面（耳）が縫い合わせたもので

あること。他のサリーは一体に編まれており、ここで違いをみることができる。 
添付されているラベルには地理的表示局の地理的表示シールは付けられていない。 
 

＜「Kancheepiram Silk」における表示の使用例＞ 

 

手織マーク 

シルク・マーク 

協同組合商

政府商標

 
中央下部の塔状のマークは真正「Kancheepuram Silk」であることを示すものであり、

販売員はこれを地理的表示としているが、登録されているものではない。また、上段の楕

円のマークは、製造した協同組合（cooperative society）のマーク。右手の蝶のマーク（四

角で囲まれたもの）はシルク製品であることを示すシルク・マーク、右下の青いシールは、

手織で作成されたことを示すマークである。 
地理的表示の登録に当たっての特徴点は、周辺部が縫い合わさせにより作成されている

ことであり、一体に編み込まれたものは真正品ではない。また、絹であることが要件のひ

とつとなっており、綿製のものでも、地理的表示の対象にはならない。また、織り込みの

模様でなく、プリントにより作成されたものあったが、地理的表示の対象となるのは織り

込みだけであり、プリント柄は含まれない。 
以後 3 店ほどを調査したが、政府の持つ商標（塔型のもの）はどの商品にもつけられて

いたが、地理的表示局の発行した公式の地理的表示のシールを貼った商品は見当たらなか

った。Gandhi 氏は、インドでは商品にシールを付けることはないとの説明であった。 
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2）地理的表示所有者ヒアリング 
 
登録地理的名称：カンチープナム・シルク・サリー（Kancheepuram Silk） 
品 目：繊維及び繊維製品（インド商品分類：クラス 24） 

サリー及びルマールを含む衣類（インド商品分類：クラス 25） 
所有者：Tamil Nadu 州Department of Handlooms and Textiles 
ヒアリング先：P. Sanjai Gandhi 氏 

Additional Government Pleader, Government Pleader Office, High 
Court Chennai（表記地理的表示の登録代理人）他 

日 時：平成 24 年 1 月 12 日（木）16：00 から 18：00 
平成 24 年 1 月 13 日（金）14：30 から 19：00 
（作業場及び染色工場の見学含む） 

場 所：1．A.Mohamed Jamaluddin Joint Director/ Special Officer KPM 
Kamakshiamman Silk Handloom weavers Co-operative Society. 

2．Tamil Nadu Zari Ltd, Special Officer Tamilarasi. 
3．Showroom - Arinar Anna Kancheepuram Silk Co-operative Society. 

 
（1）登録した背景 
 政府の強い指導による。連邦政府は地理的表示の出願を州政府に強く働きかけている。

かつて Kancheepuram だけで商標登録しようとしたが成功しなかったが、すでに州政府

として 4 件の地理的表示の登録に成功している。 
 
（2）地理的表示の効果 
 地理的表示の出願はタミール・ナドウ州政府が 2003 年に行い、翌年地理的表示局によ

り登録が認められた（パートA 登録）ことを受けて、21 の協同組合（Cooperative Society）
がパートB 登録を行った。パートB に登録した協同組合はそれぞれ 1000 人を超える機織

職人（Weaver）を抱えている。この割合は、この地域職人全体の 6 割を占める。 
 州政府・協同組合・職人は、登録された地理的表示を一体としたビジネスを行う。 
州政府は原材料の調達を行い、協同組合に支給するとともに、職人に対して手当てを支給

する。この支払は、出来高払いではなく、給料という形で安定して提供されるため、職人

は安心して仕事を続けられることになる。 
 地理的表示の最大の効果は、職人が安心して仕事を続けられることである。 
 
（3）商品の特徴 
 この地域は、3 世紀から絹の生産が行われ、シルク・シティと呼ばれる地域である。パ

ートA に記録されるように、出願にあたって絹の重さ、染色方法等細かな特定を行った。

例えば、ブラウン、ネルソン・ブルー、グレー、M.S.ブルー等の染めにあたっては予めレ

モンジュース等による処理が行われる。特にこの地域の水が、やわらかい絹糸と鮮やかな

色彩を可能としていると考えている。 
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（4）類似品或いは侵害品 
 類似品かどうかは、材質だけでなく、外側の部分が一体に織り込んだものであるか、別

途縫いつけたものかで簡単に判断でできる。一体に織ったものや、プリントしたものは、

類似品ではなく、別のものと意識されており、侵害品とも考えていない。絹でなく、木綿

のものも同様である。実際上、このサリーに関しては侵害品が出たことがない。地理的表

示登録が行われた後、登録者が州政府であり、警察・裁判所も一体とのこと。協同組合以

外の者が供給することを地元の警察がシッカリと監視しており、侵害品が出たことはない。

政府と警察は一体であり、6 か月の禁固と罰金が組合員以外には大きな抑止力となってい

る。 
 
（5）パートＢ登録 
パートB 登録のための申請は、使用を希望する組合自身が行うもので、オーナである州

政府は関与しない。申請があれば、初めて中央政府の地理的表示局からパートA のオーナ

である政府織機・織物部へ照会が出る。 
この場合も、地理的表示局は、その判断の前提としてA 部登録のオーナであるタミール・

ナドウ州にB 部に登録することに異議がないかというものである。 
州政府としては、必要な条件を備えていれば、原則としてすべての申請に対して異議を

申し立てないという方針を持っている。後から申請があった場合、既に登録している｢承認

された使用者｣から不満が出ることはない。メンバーが一人だけと言う協同組合さえある。 
パートB はインターネットでは公表されておらず、書面だけで見ることができる。 

 
（6）輸出拡大効果 

あまり大きな変化を感じていない。 
 
（7）品質管理 
各協同組合では各ウエーバーが各自の作業場で織り上げた製品を協同組合事務所に運

び、チェックを受ける。ここで品質が確認されたものについてラベルが与えられる。 
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＜パートB 登録証＞ 

 

地理的表示シール 

登録番号 

パートB表示/証書番号 

登録日

 
（8）地理的表示マークの使用 
 商品には様々なマークが付されており、Kancheepram のマークを見れば、この製品が

カンチープラムの協同組合（その殆どがパートB 登録者）メンバーであることが理解され

る。 
中央下部の塔状のマークは真正「Kancheepuram Silk」であることを示すもの。 

 

手織マーク 

シルク・マーク 

協同組合商標

政府商標
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上段の楕円のマークは、製造した協同組合（cooperative society）のマーク。右手の蝶

のマーク（四角で囲まれたもの）はシルク製品であることを示すシルク・マーク、右下の

青いシールは、手織で作成されたことを示すマーク。 
 

 

地理的表示シール シルク・マーク証 
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（参考資料 1）登録できる商品の分類 
 

第 4 表 
商品分類－商品名及び分類 

 
（商品もしくは装置の部品は、それらが他の分類に属する商品を構成していない限り、一般に、実際の

商品もしくは装置と同じ分類とされる） 
 
1 類 工業、科学、写真、農業、園芸及び林業に使用される化学薬品；未加工の合成樹脂、未加

工のプラスチック；肥料；消火剤；焼戻し及びはんだ付け用調製剤；食品保存用の化学物

質；なめし剤；工業用接着剤 
2 類 塗料、ワニス、ラッカー；防錆剤及び木製品用防腐剤；着色料；モルデント；未加工の天

然樹脂；塗装業者、装飾業者、印刷業者及び美術制作者が使用する金属箔及び金属粉 
3 類 漂白剤その他洗濯に使用される物質；清掃、床磨き、洗浄用の調製剤及び研磨剤；石けん；

香水、芳香油、化粧品、毛髪用化粧水、歯磨き剤； 
4 類 工業用油脂；潤滑剤；埃吸着剤、湿潤剤、結合剤；燃料（自動車用燃料を含む）及び発光

体；ろうそく、ろうそくの芯 
5 類 医薬品、獣医薬品、衛生用調製剤；医療用及び離乳食用栄養剤；湿布剤、包袋用素材；歯

科用充填剤、歯科用ワックス；殺菌剤；虫・害獣駆除剤；防かび剤、除草剤 
6 類 卑金属及びその合金；金属建築物材料；金属製の可搬型建造物；線路用金属材料；卑金属

製ケーブル（電線を除く）及び針金；金物類、金属製小型ハードウェア製品；金属製導管

及び金属管；金庫；他の分類に属さない卑金属製品；鉱石 
7 類 機械及び工具；モーター及びエンジン（陸上車両用を除く）；機械の連結・輸送用部品（陸

上車両用を除く）；農業用機械（手動の器具を除く）；卵孵化器 
8 類 手動工具及び器具（手動器具）；刃物類；調味料入れ；かみそりの刃 
9 類 科学研究、航行、測量、電気、写真、映画、光学、計量、測定、信号、点検（監視）、救命

及び教育に用いられる装置及び器具；音声ないし画像の記録・送信・再生用の装置；磁気

データ媒体、記録用ディスク；自動販売機及び貨幣作動式装置のための機構；キャッシュ

レジスター、計算機、データ処理設備及びコンピュータ；消火器 
10 類 外科手術用、医療用、歯科用及び獣医師用の装置及び器具、義肢、義眼及び義歯；整形外

科用品；縫合糸 
11 類 照明、加熱、蒸気発生、調理、冷蔵、乾燥、換気、水供給及び衛生を目的として使用され

る装置 
12 類 自動車；陸上移動・空中移動・水上移動用の装置 
13 類 銃器；弾薬及び発射体；爆発物；花火類 
14 類 貴金属及びその合金ならびに貴金属製品もしくは貴金属メッキ製品であって他の分類に属

さないもの；宝石類、貴石；時計その他の計時器 
15 類 楽器 
16 類 紙、ボール紙及び紙製品であって他の分類に属さないもの；印刷物；製本材料；写真；文

房具；文房具用もしくは家庭用の接着剤；画材；絵筆；タイプライター及び事務用品（事
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務用家具を除く）；指導・教育用素材（装置を除く）；梱包用プラスチック材（他の分類に

属さないもの）；ゲーム用カード；印刷用活字；版木 
17 類 ゴム、ガッタパーチャ、ガム、アスベスト、雲母及び以上を原材料とする製品であって他

の分類に属さないもの；製造業用の押出成型プラスチック；梱包材、充填材、絶縁材；非

金属製弾性パイプ 
18 類 皮革及び合成皮革、以上を原材料とする製品であって他の分類に属さないもの；獣皮、皮、

トランク及び旅行バッグ；雨傘、パラソル及び杖；鞭、馬用装具及び馬具 
19 類 建材（非金属製）、非金属製の建築用硬化パイプ；アスファルト、ピッチ及び瀝青；非金属

製の可搬型建造物；モニュメント（非金属製） 
20 類 家具、鏡、額縁；木材、コルク、葦、藤細工、柳細工、象牙、くじらひげ、貝殻、琥珀、

真珠貝、海泡石及び以上の素材の代用品もしくはプラスチックを原材料とする商品（他の

分類に属さないもの） 
21 類 家庭用及び台所用の器具及び容器（貴金属製もしくは貴金属メッキでないもの）；櫛及びス

ポンジ；ブラシ（絵筆を除く）；ブラシ製造用素材；洗浄用品；スチールウール；未加工及

び半加工のガラス（建築用ガラスを除く）；ガラス製品、花瓶、陶器類であって他の分類に

属さないもの 
22 類 ロープ、紐、ネット、テント、日よけ、防水布、袋及びバッグ（他の分類に属さないもの）、

詰め物材料（ゴム製及びプラスチック製のものを除く）；未加工の織布素材 
23 類 繊維用の毛糸及び糸 
24 類 織布及び布瀬遺品であって他の分類に属さないもの；ベッドカバー及びテーブルカバー 
25 類 衣料品、靴類、帽子類 
26 類 レース及び刺繍、リボン、組紐；ボタン、ホック、鳩目、ピン、針；造花 
27 類 カーペット、ラグ、マット及びマット材料、リノリウムその他の床材；壁掛け（布製を除

く） 
28 類 ゲーム及び玩具、運動器具及びスポーツ用品であって他の分類に属さないもの；クリスマ

スツリー用装飾品 
29 類 獣肉、魚、家禽及び野鳥の肉；肉エキス；砂糖煮・乾燥処理・加熱調理された果実及び野

菜；ゼリー、ジャム、フルーツソース；卵、乳及び乳製品；食用油脂 
30 類 コーヒー、紅茶、ココア、砂糖、米、タピオカ、サゴ、合成コーヒー；穀物を原料とする

粉及び調製品、パン、菓子パン、菓子類、氷菓子；ハチミツ、糖蜜；イースト、ベーキン

グパウダー；食塩、からし；酢、ソース、（調味料）；香辛料；氷 
31 類 農業用品、園芸用品及び林業用品及び他の分類に属さない種子；生きた動物；生鮮果実及

び生鮮野菜；種、天然の植物及び生花；家畜用飼料、モルト 
32 類 ビール、ミネラルウォーター及び炭酸水、その他の非アルコール飲料；果実製の飲料及び

ジュース；シロップその他の飲料用調製品 
33 類 アルコール飲料（ビールを除く） 
34 類 たばこ、喫煙器具、マッチ 
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（参考資料 2）インド地理的表示保護リスト30 

 
 

                                            
30 

http://ipindia.nic.in/girindia/treasures_protected/registered_GI_22November2011.pdf 
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2012 年 3 月 

 
特許庁委託 平成 23 年度産業財産権制度各国比較調査研究等事業 

 

諸外国の地理的表示保護制度及び同保護 

を巡る国際的動向に関する調査研究 

 

本調査研究報告書の著作権は特許庁に帰属します。 

 
 
 

作成： 社団法人 日本国際知的財産保護協会 
 

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 1-14-1 郵政福祉琴平ﾋﾞﾙ４階 
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